
□ 第１号様式　別紙　補助申請予定額の計算表

□ 第３号様式　別紙　補助申請額の計算表

第４条関係（再掲）

第１号様式「事前申請書」（又は第３号様式「申請書」）に記載した内容から、該当項目を転記してください

新オフィスの床面積

㎡

□ 市内移転 □ 市内追加開設 □ 新規起業

補助選択 ☑ 引越経費 ー ー ー ー ー ー

☑ 改装経費 □ 改装経費 □ 改装経費 □ 改装経費

加算 □ 本社加算

☑ 指定分野 □ 指定分野 □ 指定分野 □ 指定分野

□ 改装発注先 □ 改装発注先 □ 改装発注先 □ 改装発注先

□ 第４条第2項に該当の場合のみ記入

① 対象経費（別表第２）

運搬費など、新オフィスに移転する行為のみに着目した際に、必要不可欠な経費

（対象外）

不用品廃棄費用、現状回復工事費用、新オフィスへの入居費用（敷金/礼金/仲介手数料/火災保険料

/前家賃/保証委託金等）、什器等の購入費用（デスク/椅子/パーテーション/キャビネット/事務機器等）

円（契約書又は見積書などで内容確認）

② 本経費に充当するために収入する国庫補助金など（第５条第２項関係）

円

③ 補助対象経費の算出

①　－　②　＝ 円

④ 補助率・上限額（別表第３）

補助率

□ 床面積50〜100㎡未満 □ 床面積100〜200㎡未満 □ 床面積200㎡超

☑ 基本補助率 5 /10 □ 20万円 ☑ 50万円 □ 75万円

□ 本社機能加算 +1 /10 □ +10万円 □ +20万円 □ +35万円

☑ 指定分野加算 +1 /10 引き上げなし 引き上げなし 引き上げなし

採用補助率 6 /10 採用上限額 万円

⑤ 補助金額算出

③　×　④の採用補助率　＝ 円 いずれか低い金額

④の採用上限額 円 円

□

① 対象経費（別表第２）

デザイン、プランニング費用、内装工事費用、電気・照明工事費用、空調設備費用、ネットワーク設備費用、

防災設備費用、清掃費用など、新オフィス開設の行為に身に着目した際に必要不可欠な経費

（対象外）

不用品廃棄費用、現状回復工事費用、新オフィスへの入居費用（敷金/礼金/仲介手数料/火災保険料

/前家賃/保証委託金等）、什器等の購入費用（デスク/椅子/パーテーション/キャビネット/事務機器等）

円（契約書又は見積書などで内容確認）

140.5

支援区分 ☑ 第４号該当

上限額

第５号該当

引越しに要する経費の補助金額算出

1,234,567

123,456

1,111,111

50

666,667

500,000 500,000

（補助金申請予定額➊）

改装に要する経費の補助金額算出

2,345,678



② 本経費に充当するために収入する国庫補助金など（第５条第２項関係）

円

③ 補助対象経費の算出

①　－　②　＝ 円

④ 補助率・上限額（別表第３）

補助率

□ 床面積50〜100㎡未満 □ 床面積100〜200㎡未満 □ 床面積200㎡超

☑ 基本補助率 5 /10 □ 80万円 ☑ 300万円 □ 450万円

□ 本社機能加算 +1 /10 □ +10万円 □ +30万円 □ +45万円

☑ 指定分野加算 +1 /10 引き上げなし 引き上げなし 引き上げなし

□ 改装発注先 +1 /10 □ +10万円 □ +30万円 □ +45万円

採用補助率 6 /10 採用上限額 万円

⑤ 補助金額算出

③　×　④の採用補助率　＝ 円 いずれか低い金額

④の採用上限額 円 円

□ 第７条関係（第４条第2項に該当の場合のみ記入）

① 第４条第４号のいずれに該当するか選択

☑ 市外の法人による新オフィスの開設 □ 市外にある本社機能の移転

② 常駐する正規雇用者数として〇を付した人数（６から15のうちのいずれかの数字）

人

③ 補助金額算出

②　×　10万円　＝ 円 いずれか低い金額

上限額（100万円） 円 円

□

補助金申請予定額➊（再掲） 円

補助金申請予定額❷（再掲） 円

補助金申請予定額❸（再掲） 円

補助金申請予定額の総額 千円未満の端数切捨て

➊　＋　❷　＋　❸　＝ 円 ⇒ 円

300

234,567

2,111,111

上限額

補助金申請予定額の総額の計算

500,000

1,266,667

3,000,000 1,266,667

（補助金申請予定額❷）

別枠加算「正規雇用者６名から１５名分」の補助金額算出

11

1,266,667

600,000

2,366,667 2,366,000

600,000

1,000,000 600,000

（補助金申請予定額❸）


